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●道内経済の動き�
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●経営のアドバイス：「地域ブランドを活用する」�
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最近の道内景気は、横ばい圏内で推移しているものの、持ち直しの動きがみられる。

需要面をみると、公共投資は、国および地方自治体の財政面での制約から減少している。

個人消費は、スポーツイベントによる百貨店などのセール効果などから持ち直している。設

備投資は、製造業の能力増強投資を中心に幾分上向いている。住宅投資は、基調としては底

堅く推移している。

生産活動は緩やかに持ち直している。また、雇用情勢は一部に改善の動きがみられるもの

の、概ね横ばいで推移している。企業倒産は、件数、負債総額とも前年を下回っている。
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①個人消費

１０月の大型小売店販売額（既存店ベース、

前年比＋０．５％）は、百貨店、スーパーとも

に前年を上回った。百貨店（前年比＋０．６％）

は、身の回り品や飲食料品などが好調であっ

たことから、１０ヶ月ぶりに前年を上回った。

スーパー（同＋０．４％）は衣料品や身の回り

品が減少したが、主力の飲食料品が前年を上

回り、４０ヶ月振りに前年を上回った。

コンビニエンスストア（同＋０．３％）は、

２６ヶ月振りに前年を上回った。

②住宅投資

１０月の新設住宅着工戸数は、５，３８４戸（前

年比▲１０．３％）となった。持家（同▲６．０％）、

貸家（同▲５．０％）、分譲（同▲３６．１％）いず

れも減少し、前年を大きく下回った。

４～１０月の着工戸数累計では、３４，４１６戸

（前年同期比▲２．５％）となり、前年を下回っ

た。

道内経済の動き

― １ ―
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③鉱工業生産

１０月の鉱工業指数は、前年に比べ生産で

は、窯業・土石製品工業や繊維工業などが減

少したものの、一般機械工業や輸送機械工業

などが増加した。

前月比では＋２．７％と３ヶ月振りに上昇

し、前年比では＋３．２％と２ヶ月振りに上昇

した。

④公共投資

１０月の公共工事請負金額は、６４０億円（前

年比▲１１．８％）と６ヶ月連続で減少した。

４～１０月からの累計では請負金額７，６３９億

円（前年同期比▲１１．８％）と減少基調が続い

ている。

⑤雇用情勢

１０月の有効求人倍率（全数）は０．６１倍とな

り、前月比では横ばいとなった。

新規求人数は製造業や情報通信業などが増

加し、前年を上回った。

道内経済の動き
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⑥来道客数

１０月の来道客数は、１，２４２千人（前年比

＋６．１％）と旭川や知床への入込み増加など

から７ヶ月連続で前年を上回った。

４～１０月の累計来道客数は、８，４３４千人

（前年同期比＋３．５％）と前年を上回ってい

る。

⑦貿易動向

１０月の道内貿易額は、輸出が前年比３５．６％

増の３８３億円、輸入が同７．５％増の１，０２５億円

となった。

輸出は、鉄鋼や自動車の部分品などが増加

し、８ヶ月連続で前年を上回り過去最高とな

った。

また、輸入は原油及び粗油やウッドチップ

などが増加し、１６ヶ月連続で前年を上回っ

た。

⑧倒産動向

１１月の企業倒産は、件数は３９件（前年比

△２６．４％）と前年を下回り、負債総額も１６３

億円（同△１４．７％）と減少した。

業種別では、建設業が１２件と最も多く、続

いて卸売業（８件）、サービス・他（６件）

となった。

道内経済の動き

― ３ ―
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１９年度の北海道経済を展望すると、一

部の業種は持ち直すものとみられるが、

原油価格の高止まりが多くの企業の収益

を圧迫しており、実質成長率は０．５％

（１８年度０．６％）、名目成長率は０．８％（同

０．５％）となろう。

需要項目別にみると、設備投資は、製

造業を中心とする能力増強投資により増

加しよう。住宅投資は、貸家が高水準な

がら前年を下回ることから減少しよう。

公共投資は、財政面の制約もあり減少基

調となろう。個人消費は、所得環境に明

るさが乏しいことから消費者の慎重な姿

勢が続き、力強さに欠けたものとなろ

う。

１．平成１８年度北海道経済の動向

１８年度の国内経済は、公共投資の減少傾向

が続いたが、設備投資は企業収益が高水準を

保っていることから高い伸びを示した。個人

消費と住宅投資は雇用・所得環境の改善を背

景に、いずれも底堅く推移した。一方、輸出

も海外経済の拡大を反映し増加基調を持続し

た。総じて、国内景気は一部に原油価格高騰

の影響を受けているものの、堅調な動きが続

いている。

北海道経済は、観光関連など一部の業種に

は持ち直しの兆しがみられたが、原油価格高

騰に伴う原材料価格上昇が企業収益を圧迫し

ていることもあり、停滞感が払拭されない状

況が続いた。

需要面をみると、公的部門では、国および

地方自治体財政の厳しさを反映し減少した。

民間部門では、住宅投資は、持ち家は増加し

たが分譲マンションが低迷し、横ばい圏内で

推移した。設備投資は大手製造業の工場増設

により増加した。個人消費は、税制や社会保

障制度の改正に伴う国民負担の増加など所得

環境に厳しさが残り、総じて弱めの動きが続

いた。

生産面では、サービス産業などで幾分持ち

直したものの広範な業種で原油価格高騰の影

響を受けていることから、わずかな伸びにと

どまった。

この結果、１８年度道内経済成長率は実質成

長率０．６％（１７年度０．８％）、名目成長率０．５％

（同△０．０％）とみられる。

２．平成１９年度北海道経済の見通し

（１）概況

１９年度の国内経済は、アメリカ経済の減速

が予想されることから、輸出の鈍化が懸念さ

れる。しかし個人消費と設備投資の底堅い推

移が見込まれ、拡大傾向は続くものとみられ

る。

北海道経済は、新幹線建設工事の本格化や

自動車関連での大型工場の操業開始など明る

い材料もみられるが、原材料価格の上昇によ

る企業収益の回復の遅れが懸念され、停滞感

は続くものとみられる。

需要面をみると、個人消費は国民負担の増

加など所得環境に厳しさが残り、総じて力強

さに欠けよう。公共投資は減少基調が続こ

う。設備投資は、食品関連の工場増設などに

平成１９年度北海道経済の見通し

要 約

― ４ ―

Ｋ：】Ｓｅｒｖｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１２６／本文／００４～０１０　平成１９年度　北海道経済  2006.12.13 10.07



191816 17159 10 11 12 13 14
（年度）�

実質経済成長率�

北海道� 全国�

（％）�

（注） １.　全国は内閣府調べ。�
　　　 ２.　北海道は北海道企画振興部調べ。１６年度以降は当行推計。�
　　　 ３.　全国は平成１２暦年基準、連鎖価格方式。北海道は平成７暦年基準。�

-3.0

-2.0

-1.0

0

1.0

2.0

3.0

△0.0

0.7

△2.1

△1.1

△0.2

△1.5

0.6

2.1
2.4

2.0

0.1

0.8 0.6 0.5

1.1

△0.8

△0.1

2.6

0.2

1.3

191816 17159 10 11 12 13 14
（年度）�

名 目 経 済 成 長 率�

北海道� 全国�

（％）�

（注） １.　全国は内閣府調べ。�
　　　 ２.　北海道は北海道企画振興部調べ。１６年度以降は当行推計。�

-3.0

-2.0

-1.0

0

1.0

2.0

3.0

△0.0 △0.0

△1.0
△1.1

1.0 1.0
0.8

0.8
0.5

0.90.9

0.3

△0.8
△0.7 △0.7

△0.5△0.5

△1.9

△1.2

△2.1 △2.1

平成１９年度北海道経済の見通し

― ５ ―

Ｋ：】Ｓｅｒｖｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１２６／本文／００４～０１０　平成１９年度　北海道経済  2006.12.13 10.07



より増加しよう。住宅投資は貸家が高水準な

がら伸び悩み、幾分減少しよう。生産面で

は、一次産業は農業の増加、二次産業は製造

業の増加により、ともに前年を上回ろう。ウ

エイトの大きな三次産業もサービス産業など

で上向きとなり、前年を上回ろう。

物価動向をみると、上昇傾向が続いた原油

価格は、このところ落ち着きをみせているが

高止まり状況に変わりない。このため企業物

価は、素材価格を中心に上昇が続こう。企業

向けサービス価格は、燃料費の高騰による運

賃価格への転嫁など、販売価格への影響が

徐々に顕在化しよう。一方、消費者物価は需

要の弱さ、および企業間競争の激化などから

販売価格への影響は僅かなものとなり、緩や

かな上昇にとどまろう。

この結果、１９年度道内経済成長率は実質成

長率０．５％、名目成長率０．８％となろう。実質

では４年連続のプラス成長となろうが、ゼロ

％台の成長にとどまるため景気浮揚感に乏し

い状況が続くものとみられる。また、諸物価

の上昇により９年ぶりに名目成長率が実質成

長率を上回ろう。

（２）道内総支出の動向

Ａ．民間最終消費支出

前述したように、道内企業の収益は原材料

価格上昇の影響を受け、厳しさが続いてい

る。収益確保のため、人件費など諸経費を削

減する動きは依然として根強い。このことを

勘案して、個人消費の動向を左右する雇用・

所得環境をみると、雇用面は改善されようが

所得面には厳しさが残るものとみられる。

雇用情勢をみると、道内企業は数年来、総

人員の抑制に加え正社員から臨時・パート社

員への代替、派遣社員の活用など雇用調整を

図る動きが続いてきた。しかし、従業員の過

剰感は徐々に薄れており、年齢構成の是正、

技術や販売手法の伝承などを企図した若年層

を中心とする正社員の確保に積極的な企業も

目立ってきた。また、介護・福祉関連やサー

ビス業などで新規求人数の増加傾向が持続し

ている。このような状況から、有効求人倍率

が徐々に改善されるなど雇用環境は好転が見

込まれる。

半面、所得情勢は厳しさが残るものとみら

れる。賃上げの見送りや賞与などを抑制する

企業も多い。また、定率減税の廃止や年金保

険料の引き上げなどもあり、個人の可処分所

得は伸び悩もう。

このほかにも、ガソリン価格や灯油価格の

高止まりなど家計圧迫要因が見込まれ、これ

らを考慮すると、個人消費は総じて力強さに

欠けて推移しよう。この結果、民間最終消費

支出は実質成長率１．２％、名目成長率１．５％と

なろう。

Ｂ．総固定資本形成

住宅投資と公共投資は減少が見込まれるも

のの設備投資が増加し、総固定資本形成は実

質成長率０．４％、名目成長率０．２％となろう。

（ａ）住宅投資

住宅投資を取り巻く環境をみると、リフォ

ーム市場は底堅く推移している。新築住宅市

場は、金利先高観や団塊ジュニア世代が住宅

取得適齢期になりつつあることが追い風とな

る一方、家計負担の増加や年金問題をはじめ

とする将来不安など、住宅取得マインドへの

マイナス材料もある。

これらを背景に住宅着工戸数を利用関係別

にみると、分譲建売住宅は、都市圏の地価が

平成１９年度北海道経済の見通し

― ６ ―
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低水準にあることから堅調な推移が見込まれ

る。分譲マンションは、札幌市で１８年度に導

入された“建築物の高さ制限”や耐震強度偽

装問題の影響がある程度剥落することから、

着工戸数は増加しよう。持ち家は金利先高観

もあり持ち直し傾向が続こう。貸家は、札幌

市内を中心とした投資用賃貸マンションの着

工がピークを越えつつあることから、減少す

るものとみられる。

この結果、新設住宅着工戸数は１８年度実績

（５１千戸）を下回る５０千戸程度とみられ、実

質成長率△１．６％、名目成長率△０．２％となろ

う。

（ｂ）設備投資

企業収益の改善が遅れていることもあり、

多くの道内企業の投資マインドに明確な動意

はみられない。しかし、食品メーカーなどを

中心とする大手製造業の能力増強投資やオフ

ィスビルの建設などが押し上げ、総じて設備

投資は増加しよう。この結果、実質成長率

３．６％、名目成長率３．０％となろう。

（ｃ）公共投資

国における財政再建優先の方針が堅持さ

れ、公共工事関連予算は減少基調が続こう。

地方自治体においても、厳しい財政状況から

単独事業は今後も絞り込まれよう。しかし、

新幹線建設工事が本格化することもあり名目

ベースでの下落幅は縮小しよう。この結果、

実質成長率△３．３％、名目成長率△２．７％とな

ろう。

Ｃ．域際取引

移輸出では、観光関連は、東南アジアを中

心に外国人観光客は引き続き増加が見込まれ

る。知床や旭川方面への人気も高く、国内観

光客も増加しよう。また、農畜産物などの出

荷は道産品の根強い人気により底堅く推移し

よう。工業製品も道内工場の能力増強などか

ら出荷増が見込まれる。これらを勘案すると

実質成長率１．０％、名目成長率１．４％となろ

う。

移輸入は、設備投資に伴う機械の移入や、

緩やかではあるが道内需要の持ち直しによる

廉価な製品や家電製品などの増加が見込ま

れ、前年を幾分上回って推移しよう。この結

果、実質成長率０．８％、名目成長率０．７％とな

ろう。

３．道内総生産の動向

一次産業では、農業は生乳の生産調整が実

施された１８年度の影響が剥落するほか、道産

米の需要が高まっていることから総生産は

２．０％増とみられる。林業は、道産材の価格

上昇や注文住宅が増加していることから、総

生産は１．８％増とみられる。水産業は、養殖

漁業は底堅い推移が見込まれるが、多獲性魚

種の漁獲量制限もあり総生産は２．２％減とみ

られる。以上により、一次産業総生産は

１．１％増となろう。

二次産業では、製造業は、公共工事関連業

種の生産減少が見込まれるものの、新設工場

の操業開始などから総生産は３．１％増とみら

れる。建設業は、公共投資の削減により総生

産は２．８％減とみられる。以上により、二次

産業総生産は０．６％増となろう。

三次産業では、所得環境に明確な改善がみ

られないことや、定率減税の廃止などから、

個人の家計防衛意識は根強い。しかし介護・

平成１９年度北海道経済の見通し
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福祉関連、観光関連などサービス産業は底堅

く推移し、一部の家電製品（薄型テレビ、

DVDレコーダーなど）も堅調な売れ行きと

なろう。過当競争や需要の弱さから低迷して

いた販売価格もわずかであるが上昇に転じよ

う。この結果、三次産業総生産は０．８％増と

なろう。

（平成１８年１２月６日発表）

（第１表）道内総支出
（単位：億円、％）

項 目

名 目 値 （ ）内は前年度比伸び率 実 質 成 長 率

１７年度

（実績見込み）

１８年度

（実績見込み）

１９年度

（見通し）
１７年度 １８年度 １９年度

民間最終

消費支出

１１３，９３６

（０．５）

１１５，３９７

（１．３）

１１７，１５８

（１．５）
１．２ １．１ １．２

政府最終

消費支出

４７，８２１

（△０．４）

４７，２６７

（△１．２）

４６，７６４

（△１．１）
△０．１ △１．２ △１．３

総固定

資本形成

３８，８４２

（△１．４）

３８，６３４

（△０．５）

３８，７２８

（０．２）
０．９ １．１ ０．４

住宅投資

設備投資

公共投資

６，５３３

（１．９）

１６，７２８

（３．４）

１５，５８１

（△７．２）

６，５８５

（０．８）

１７，０３９

（１．９）

１５，０１０

（△３．７）

６，５７２

（△０．２）

１７，５５７

（３．０）

１４，５９９

（△２．７）

０．９

７．３

△６．１

△０．３

４．７

△３．１

△１．６

３．６

△３．３

移 輸 出 ４９，０１８

（０．２）

４９，６０６

（１．２）

５０，２７９

（１．４）
０．８ １．５ １．０

移 輸 入

（控 除）

６９，２３４

（△０．４）

６９，５８０

（０．５）

７０，０４７

（０．７）
０．５ １．０ ０．８

道内総支出 １９２，８４７

（△０．０）

１９３，８２７

（０．５）

１９５，３９４

（０．８）
０．８ ０．６ ０．５

（注）在庫増・統計上の不突合を除いているので、合計は道内総支出と一致しない。

平成１９年度北海道経済の見通し
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（第２表）道内総生産
（単位：億円、％）

項 目
１７年度

（実績見込み）

１８年度

（実績見込み）

１９年度

（見通し）

前 年 度 比 伸 び 率

１７年度 １８年度 １９年度

一次産業

農 業

林 業

水 産 業

６，８０９

４，９６８

３７２

１，４６９

６，７５６

４，８８３

３８６

１，４８７

６，８３０

４，９８２

３９３

１，４５５

△１．０

△１．５

１．４

０．４

△０．８

△１．７

３．８

１．２

１．１

２．０

１．８

△２．２

二次産業

鉱 業

製 造 業

建 設 業

３５，５５７

４０３

１９，７８６

１５，３６８

３５，５９４

４２０

２０，３５０

１４，８２４

３５，７９５

４０５

２０，９８６

１４，４０４

△０．８

３．６

２．７

△５．０

０．１

４．２

２．９

△３．５

０．６

△３．６

３．１

△２．８

三次産業

卸・小売業

金融・保険・

不 動 産 業

電気・運輸・

サービス業

政府・対家

計サービス

１５７，５９６

２７，２４４

３２，８５４

６４，１９８

３３，３００

１５８，６０７

２７，３６３

３３，０４１

６４，９７６

３３，２２７

１５９，９１６

２７，５１４

３３，３４６

６５，７９０

３３，２６６

０．２

△０．２

０．３

０．２

０．３

０．６

０．４

０．６

１．２

△０．２

０．８

０．６

０．９

１．３

０．１

控除項目

（帰属利子等）
７，１１５ ７，１３０ ７，１４７ △０．１ ０．２ ０．２

道内総生産 １９２，８４７ １９３，８２７ １９５，３９４ △０．０ ０．５ ０．８

平成１９年度北海道経済の見通し
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-1.0

-0.5

0.0

0.5

1.0
（％）�

17年度�

18年度�

19年度�

民間最終�
消費支出�

政府最終�
消費支出�

住宅投資�

設備投資�

公共投資�

合計�
（成長率）�

0.7

△0.3

△0.1

0.4

△0.3

0.5

（第３表）実質成長率の増加寄与度
（％）

項 目 １７年度 １８年度 １９年度

民間最終消費支出
政府最終消費支出
総固定資本形成

０．７
△０．０
０．２

０．６
△０．３
０．２

０．７
△０．３
０．１

住宅投資
設備投資
公共投資

０．０
０．７
△０．６

△０．０
０．５
△０．３

△０．１
０．４
△０．３

移輸出
移輸入 （控除）

０．２
０．２

０．４
０．４

０．３
０．３

道内総支出 ０．８ ０．６ ０．５

（注）在庫増、統計上の不突合を除いているので、合計は道内総支出と一致しない。

実質成長率の増加寄与度（主要項目）

平成１９年度北海道経済の見通し
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最近、皆さんも「地域ブランド」という言葉をよく耳にするのではないでしょうか。主要

新聞記事データベースで調べてみたところ、「地域ブランド」という言葉が取り上げられる

頻度は、２００５年を境に一気に倍増していることがわかりました。私自身も北大に赴任後の

２００２年から、地域ブランド創出を目指した産学官を交えた委員会に参加したり、地域ブラン

ドをテーマとした講演活動も行ったりしていますが、ここ一年の間に、地域ブランドに関す

る世間の関心が急速に高まってきたことを実感しています。もちろん、その背景には２００６年

に「商標法の一部を改正する法律」が施行されて、地域の名称を商品名に冠した「地域団体

商標」が認められやすくなったことも追い風になっているでしょう。しかし、地域の名前を

冠しただけで、商品が売れるわけではないということは誰もが知っています。ところが、地

域ブランド化に成功して、全国的なマーケットを築いた例も多いのです。だからこそ、潜在

的なパワーを秘めた地域ブランドに熱い期待が注がれるのかもしれません。ここでは地域ブ

ランドの活用の実際について整理し、北海道の魅力を生かして地域の企業・産業が発展して

いくための方法を考えていきたいと思います。

○ 地域ブランドとは

最初に、地域ブランドという言葉について定義をしておきましょう。一般に地域ブランドとい

う言葉が示すものには、一次産品ブランド（夕張メロン等）と、第二次産業におけるブランド

（いわゆる地場産業ブランド等）、あるいは観光業に代表されるサービス業におけるブランドがあ

ります。このような多様な範囲を包括した存在を定義すると、どうしても抽象的になってしまい

ますが、視点を定める意味でも、あえて次のように定義しますと、地域ブランドとは、「地域の

価値が地域内の生活者、関連組織に共有され、それが地域外に発信され、定着することによって

構築されるもの」となります。ちなみに、「地域」という部分を「組織」と置き換えれば、その

まま企業ブランドや商品ブランドの議論にも適用できる定義となっています。

それでは「地域の価値」とは何でしょうか。ここでは、「景観・自然環境・歴史的風景、ある

いは、文化・風土・特産品などといった地域に存在する様々なものが、地域固有の資源・資産と

結びついて、その地域に特有のイメージを付与されたもの」と説明しておきます。つまり、単に

「美しい景色である」ということではなくて、「あの牧歌的で雄大な雰囲気は、北海道の景色であ

る」というような、地域のユニークなイメージが、それを受け取る側に好感度を伴って認知され

ている状態を示します。

地域全体のイメージをコントロールするというところまでくると、この地域ブランドの議論

は、単一企業だけの問題ではないということがわかっていただけると思います。企業の例を見て

も、一般的な企業イメージと全く異なるカテゴリーに属するような商品を送り出すことは敬遠さ

経営のアドバイス

地域ブランドを活用する
～北海道の魅力を生かすために～

北海道大学大学院国際広報メディア研究科助手
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れます。例えば、化粧石鹸で有名なK社は、かつてフロッピーディスクを発売し、強みを持つ全

国的な流通網を使って、なかなかの販売実績を収めましたが、結局この分野の事業からは撤退し

ました。石鹸とフロッピーディスクというと一見なんのつながりも無いようですが、実は界面活

性という共通の技術基盤を生かした関連事業であったのです。しかし、そのことが消費者のレベ

ルにまで浸透することはなかなか難しく、またCD-R、DVDというように、進化し続けるPC用外

部記憶素材の分野でキャッチアップし続けても、K社の本業である生活用品分野にそれがプラス

の効果を及ぼすとは考えにくかったため、同事業から身を引く決断をしたわけです。同じよう

に、地域ブランドの場合でも、地域名称から連想されるイメージとはあまりにもかけ離れた商品

名を地域名につなげてみても、なかなかブランドには育ちにくいと言えます。

○ ブランドのコンセプト

ブランドの背後には、それを送り出す側が思い描くコンセプトが隠されています。企業の場合

ならば、企業が社会に対してどんな分野で貢献していくかというコンセプトを商品に現していく

ことが望まれます。地域の場合ならば、地域の住民が、地域内のどの資源・資産について誇りを

持っており、それを生かしながら国際社会の中でどんな役割を果たしていこうとしているのか、

といった明確な意思を持つことがコンセプトになりえます。

当然ながら、地域内では自らの地域イメージをどのようなコンセプトで送り出していくかとい

う議論を欠かしてはなりません。それがなければ、自治体や農業者、観光事業者など、地域ブラ

ンド化のための様々な主体が、それぞれバラバラのことをしてしまうかもしれません。そうなっ

たら、なかなか外部の人に対して、確立した地域イメージを持ってもらうことは難しいでしょ

う。よって、地域ブランドは、内側と外側とを常に意識し続けることから生まれるものなので

す。

地域ブランドの定義の前半で「地域の価値が地域内の生活者、関連組織に共有され…」とした

のは、内部を意識した部分です。そして、定義の後半で「それが地域外に発信され、定着するこ

とによって…」としたのは、外部を意識した部分です。地域を活性化させようとする取り組み

は、地域CI（コーポレート・アイデンティティ）や、一村一品運動など、過去にもいくつかあり

ました。それらと地域ブランドとの違いは、地域をとりまく内部と外部との双方に対する絶えま

ざる配慮と、近年発展してきたコーポレート・ブランド論の成果を生かして、より戦略的に地域

を活性化させていこうという意思があるかどうかなのだと私は思っています。

○ 具体的な地域ブランド

実際に地域ブランドにはどんなものがあるのかを見てみましょう。最初は一次産品の例です。

代表格として北海道には＜夕張メロン＞があります。いまや全国的にも最も有名な地域ブランド

と評価されていることは周知の通りです。また、お米という最も日本人にとってなじみの深い主

食のなかでも、ブランド米として新潟産とりわけ＜魚沼産コシヒカリ＞などが高級米としての地

位を確立しています。しかし、従来は地域ブランドとして一定の評価を受けながらも、＜浜松ウ
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ナギ＞のように、年々天然物を手に入れることが難しくなり、産地としての勢いがなくなってし

まった地域もあります。

ところが、地域ブランドを単なる「地産モノ」と捉えることは得策ではありません。このこと

は二次産品の場合には特にあてはまります。例えば、＜博多めんたいこ＞は、よく言われるよう

に、原料となるスケソウダラの卵自体は北海道で水揚げされたものです。この原料に独自の製法

で味付けを加える博多の食文化を含めてブランドになっているものです。ほかにも高級塩で有名

な＜赤穂の塩＞や＜伯方の塩＞などは、ともに四国のブランドとされていますが、塩自体はメキ

シコ原産です。ご存じのように、日本には塩の専売法がありましたので、塩田をつくることがで

きず、製法をメキシコに持っていき、伝統の塩を作り続けたという歴史的経緯がブランド名その

ものの源泉になっています。

このように、単純な地産というより、地域に根付いた文化や伝統を踏まえ、地域ブランドは成

立しています。最近では、焼酎ブームにより、鹿児島、熊本、宮崎、大分など南九州の焼酎が脚

光を浴びています。当地の米、麦、芋などを使って地域独自の伝統製法で仕上げる焼酎は、確か

に地域の匂いを身近に楽しめる格好の嗜好品です。ところで、焼酎の一種である沖縄の＜泡盛＞

なども全国で販売されるようになりましたが、泡盛の原料はタイ米です。しかし、アジアの結節

点として琉球王国が栄えた大交流時代から、盛んな貿易活動によって当時のシャム王国から米を

手に入れていたのだと聞けば、そこに壮大な物語を感じとることができます。また、独特の甘い

香りが売りものの＜黒糖焼酎＞は、戦後の日本返還の際に奄美諸島だけに製造が認められたもの

です。文化、伝統、そして歴史など、様々な要因に影響されつつ、地域ブランドは生まれ、育っ

ているのです。

○ 観光地や観光サービスへの適用

地域ブランドは第三次産業にも活用されています。具体的に適用された分野には、観光や観光

サービスがあります。少々回り道になりますが、観光客の行動の次元から説明していきましょ

う。例えば、誰かが北海道が舞台になったテレビドラマを見たことで、北海道に旅行したい、と

思うに至ったとします。そのような観光行動は、最近の事象のように思われるかもしれません

が、これが実は観光の原点なのです。一言で表すなら、観光旅行は冒険ではない、ということで

す。もちろん、冒険的要素があれば観光旅行は楽しいものになるでしょう。しかし、どのような

観光資源がそこにあるのか、あらかじめわかっていなければ、そもそも人々は旅行に出かけたい

とは思いません。ガイドブックや紀行文はこうした欲求を人々に駆り立てさせるメディアとして

作用していますが、テレビドラマや映画もその役割の一端を担ってきたわけです。

しかし、どんな品物でもいずれは人々に飽きられるように、大量生産時代のマス・ツーリズム

隆盛の時代が一段落し、すっかり没個性化してしまった観光地は、宿泊施設や温泉の効能などの

機能性を訴えるだけでは、観光客を呼び込めなくなってしまいました。どうやってその状況を打

開すべきでしょうか。

打開策の第一は、観光地という対象に物語性を持たせることです。単なる機能的便益に何らか
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の付加価値を与えるため、物語を利用するのです。最近、各市町村に映画やテレビドラマのロケ

を誘致するためのフィルム・コミッション・オフィスが設置されるようになってきています。そ

の背景には、映画やテレビドラマの物語に、あわよくば地域イメージを重ねあわせてもらう、と

いう自治体側の意図があります。先に述べた観光客の行動原理からすれば、潜在的な観光客に対

して当該ロケ地に行きたいという強力なニーズを持たせるきっかけを仕掛けているということに

なり、確かに有効な手段だと言えるかもしれません。しかし、その物語が地域にとって本当に望

ましい物語かどうかはフタを開けてみなければわかりません。

○ 観光地と地域ブランドの関係

観光客を呼び込むための打開策の第二は、地域ブランドの活用です。映画やテレビに頼らずと

も、地域は本来、独自の物語を持っているものです。しかし、それが消費者の目線にまで届かな

ければ、観光旅行という買い物をする際の選択肢の一つになり得ません。いわば、その地域が、

あらゆる消費者のショッピングリストに載っていなければ、いつまでたっても観光客を招き入れ

ることはできないわけです。地域の持つ存在感を示す必要があると言ってもいいでしょう。ここ

でようやく、地域ブランドの話に戻るのですが、観光地として有名になることは地域にとって大

切ですが、それ以前に地域名称がそもそも世に知られているかどうかということは、観光客にと

ってより重要です。一次産品や二次産品の地域ブランドを通じて、地域の名前が売れていれば、

その地域で観光したいという欲求は俄然強くなります。観光の重要な要素に食事や買い物があり

ますが、地域ブランドを抱えた観光地は、当地での楽しみのうちのいくつかを保証された存在と

言ってもいいわけです。

そして、観光地そのものの活性化には、上記の二つの策の合わせ技が必要です。地域ブランド

がコンセプト主導によって生まれるということは前述した通りですが、観光地そのものを特定の

コンセプトでまとめるという作業が、観光客誘致の手法として実践されてきています。明確なコ

ンセプトを定め、そのコンセプトを裏切らない観光資源を取り揃えていくわけです。一例を挙げ

れば、癒しや知的な空間を求め、映画祭を開催したり、工芸作家などの芸術家を招いて地元で活

動させたりしながら、女性も快適に過ごすことができる落ち着きのあるシックな街並みを整備し

ていった＜由布院温泉＞などは、コンセプト主導で観光地ブランドを確立することに成功した代

表格でしょう。

以上のように、地域ブランドという存在の周囲には、明確に商品やサービスを体現した企業ブ

ランドあるいは製品ブランドと、それを活用した副次的なブランドがあることがわかります。地

域ブランドとしての一次産品を抱える地域において観光サービスを営む事業者は、多かれ少なか

れ地域ブランドを間接的に活用していると言えるでしょうし、その観光サービスの評判は、地域

ブランドそのものの発展にもフィードバックされていくものです。例えば、宿泊した旅館で出さ

れた食事が地域特産品を使ったもので、宿泊客がそれを非常に気に入って、お土産に買ったり、

友人達に口コミで伝えたりするかもしれません。つまり、両者には図１のように、ブランドを

「活用」し、「深化」させるという相互関係があります。
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図１ 企業ブランド／製品ブランドと地域ブランドとの相互関係

○ ブランド保護に関する法律と自主的努力

政府の側にも地域ブランドを保護するという動きが出てきています。ご存じのとおり、平成１８

年４月から地域団体商標（これはまさに地域ブランドを保護するための制度ですが）を認定する

ため商標法が一部改正されました。

この法律の性質は、地域団体による商標を守るということであって、残念ながら株式会社が対

象になっているものではなくて、地域の農協や協同組合団体が地域の名前を冠した商品をつくる

ときに、それを商標として認めようというものです。しかし、保護されるものを利用しようがし

まいが、地域ブランドを使って、地域の中小企業が発展しようという動きももちろん存在しま

す。

法律による保護という流れのほか、県や地方業界団体による認定制度も、最近クローズアップ

されるようになってきました。いわゆるブランドマークといったものがそれです。具体的な例と

して、沖縄を見てみましょう。最近、＜シークヮサー入りドリンク＞がブームになりました。こ

れはあるテレビ番組でシークヮサーが取り扱われ、ビタミンが豊富に含まれるということが知ら

れるようになり、大ブームになったものです。ただ、現実にはシークヮサーは沖縄の中でも、そ

れほど大量に栽培されているわけではなく、供給が間に合わなくなってしまったのです。そのた
シ キ キツ

め、類似の柑橘系食物であるカラマンシー（日本語で四季橘）という台湾やフィリピン産の果汁

を混入させるメーカーが出てきてしまいました。確かに味はほとんど同じものです。しかし、結

果的にはこの混入ドリンクに対しては、公取委によって排除命令が出され、結局は沖縄ブランド

を傷つける行為として消費者に記憶されてしまいました。そのような経緯から、現在、シークヮ
シ キ カン

サーよりも四季柑という文字のほうが大きいパッケージが、店頭で出回るようになりました。こ

うした教訓のもと、ブランドを保護するためには、商標やブランドマークのような保護だけでは

なく、業界を監視したり、調整したりしていくような動きも同時にしていかなければいけないと

いうことが言われてきています。

こちらも沖縄の例ですが、沖縄では県内のいくつかの飲料メーカーが＜さんぴん茶＞という缶

入り・ペットボトル入り飲料を販売しています。さんぴん茶とはジャスミン茶のことですが、古

くから沖縄では、さんぴん茶という名前で飲まれていたので、この名前で売られています。しか

し、数年前に、他県のメーカーがこの「さんぴん茶」という商標を登録していたことが発覚しま

す。結果的に他県が出した商標は後に取り消されましたが、この事例は、自分たちでブランドを

つくりあげようというスタンスがないと、地域ブランドの価値が浸食されていたとしても気がつ

かないという事態を招きかねないことを教えてくれました。

Ｋ：】Ｓｅｒｖｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１２６／本文／０１１～０１７　経営のアドバイス  2006.12.11 14.27.19  Pag



経営のアドバイス

― １６ ―

1

2 3

4

図２ 地域ブランドの形成・展開プロセスのモデル図

○ 地域ブランドの作り方

それでは、地域ブランドをどう作ればいいのかという本稿の核心に入りましょう。私が所属す

る講座では、今までにいくつかの産学官にわたる研究会に参加し、地域ブランドの事例を考察し

てきました。その中には国内での先進的な地域ブランド化の成功例があり、また、失敗例もあり

ました。もちろん、北海道の例も含まれます。いくつかの成功例から「地域ブランド化プロセ

ス」というべきものを試みに抽出したのが、図２になります。

冒頭から説明してきたように、地域ブランドを確立するには、企業レベルだけの努力では力不

足です。攻めの広報努力に加え、守りの保護努力も必要ですから、自治体や経済団体の支援が求

められます。最も良い方法は、産学官それぞれのアクターが地域ブランド化という共通目標に参

加しやすい仕組みづくりをすることです。このような全体のスキームの中で、地域に生きる個々

の企業がどう生きるべきかがカギとなってきます。自らの経営活動が、地域ブランド化という大

きな全体システムのなかで、一体どのように貢献しているのかを考えていくことが重要です。以

下で図２に従って説明していきましょう。

①特定の事業者の努力によって、地域ブランドの特性を生かした中核的な企業ブランドや突出

した製品ブランドが生まれる

②周辺企業が、そのブランドを活用した製品を多面的に市場へ導入するか、あるいは関連する

事業を立ちあげるようになる

③地域ブランドとその関連産業の盛り上がりを見て、官や学が政策的・学術的支援や連携の関

係を地域企業との間で築くようになる

④地域ブランドを礎として地域イメージの維持・形成の努力が継続され、それがさらに革新的

な地域ブランドを創るきっかけを生む
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このようなサイクルは、知らず知らずのうちに進展する場合もあれば、地域のリーダーが意識

的に多様なアクターを巻き込んで進展させる場合もあります。一連のサイクルを理解しておけ

ば、自らが取り組んでいる地域ブランドが、どの発展段階にあるかを見極め、官・学による支援

や連携の方策を利用したり、産側の連合によってブランドを一気に展開させられるかどうかを判

断したりすることもできるでしょう。

しかし、言うは易く行うは難し、です。地域ブランド化に取り組む際のポイントを最後に整理

し、本稿のまとめとしたいと思います。

○ 地域ブランド化のポイント

第一に、この議論がミクロ的・マクロ的な主体をひっくるめて考えねばならないという点で

す。つまり、政府などマクロ・アクターの側も地域ブランド創出を構想しているし、企業などミ

クロ・アクターもまた地域ブランドを生かした商品づくりをしようとしています。繰り返し述べ

てきたように、地域ブランド化にあたっては、そもそものコンセプトをしっかり定めることが重

要です。それぞれのアクターが思い描くコンセプトのベクトルを合わせておかねばなりません。

第二に、地域ブランドを創造するにあたっては、産学官の実際的な協力関係が不可欠だという

点です。コンセプト共有だけではなく、その次の段階でも連携していかなければならないという

ことです。ブランドが構築されるスパイラルを見てみると、一つの商品がブランドに発展する段

階には、プロモーションのためのイベントを行ったり、あるいはフィルム・コミッション活動を

行ったりという地道な努力が必要になってきます。そうした展開には必ず行政の支援が求められ

てきます。また、これは農産品や健康食品などのブランドで考えるとわかりやすいのですが、ブ

ランドになるためには、ある種の権威や信用できる機関によって保証されることは有効な手段で

す。大学など学界との連携も必要になるのはそのためです。極端に言えば、地域に生えている雑

草を大学が研究して秘められた効能を発見すれば、それは大いに商品化に足る可能性があるので

す。そのようなシーズを発見する力は、やはり大学などの研究機関のほうが強いはずです。

以上二点のポイントを上手に乗り越え、戦略的に地域ブランド化を推進する事業者が北海道に

生まれることを願ってやみません。やはり、私たちが住む地域がブランドになり、そのことを誇

れるというのは素晴らしいことではないでしょうか。
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年月

（邦暦）

鉱工業指数
生産指数 出荷指数 在庫指数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

１２年＝１００前 年 同
月比（％）１２年＝１００

前 年 同
月比（％）１２年＝１００

前 年 同
月比（％）１２年＝１００

前 年 同
月比（％）１２年＝１００

前 年 同
月比（％）１２年＝１００

前 年 同
月比（％）

１４年度 ９４．２ １．５ ９３．３ ２．８ ９６．１ １．６ ９４．８ ３．５ ９１．０ △０．８ ８６．５ △５．８
１５年度 ９４．１ △０．１ ９６．６ ３．５ ９５．０ △１．１ ９８．８ ４．２ ８７．８ △３．５ ８５．４ △１．３
１６年度 ９４．３ ０．２ １００．５ ４．０ ９５．１ ０．１ １０２．５ ３．７ ８７．３ △０．６ ８７．５ ２．５
１７年度 ９０．９ △３．６ １０２．１ １．６ ９２．１ △３．２ １０５．０ ２．４ ９０．０ ３．１ ９０．３ ３．２

１７年７～９月 ８９．６ △５．１ １００．６ △０．２ ９１．１ △４．０ １０４．１ ０．９ ９１．１ ２．４ ９４．１ ３．１
１０～１２月 ９０．６ △４．８ １０３．４ ３．０ ９２．３ △３．１ １０６．５ ４．２ ８９．４ △３．５ ９４．３ ５．３

１８年１～３月 ９４．３ ０．０ １０４．０ ３．２ ９４．６ △１．３ １０６．６ ４．６ ９２．７ ３．１ ９５．０ ３．２
４～６月 ９３．１ ３．７ １０４．９ ４．１ ９５．７ ５．５ １０８．８ ５．６ ９０．２ ０．４ ９４．０ １．８
７～９月 r ９１．４ ２．１ r１０５．９ ５．４ r ９２．１ １．３ r１０９．６ ５．５ r ９２．４ １．４ r ９４．９ ０．８

１７年 １０月 ８９．８ △６．０ １０１．６ ２．１ ９１．０ △４．４ １０５．４ ３．７ ９０．７ ０．２ ９２．６ ２．３
１１月 ９０．９ △３．８ １０３．６ ３．４ ９２．２ △３．２ １０６．６ ４．２ ９１．１ ０．１ ９４．２ ３．７
１２月 ９１．２ △４．３ １０４．９ ３．５ ９３．７ △１．６ １０７．６ ４．４ ８９．４ △３．５ ９４．３ ５．３

１８年 １月 ９７．０ １．７ １０４．８ ２．７ ９８．５ ２．６ １０７．８ ４．４ ９０．１ △１．５ ９４．６ ３．５
２月 ９２．４ △１．９ １０３．５ ３．９ ９２．８ △２．３ １０５．６ ５．４ ８９．８ △１．７ ９４．８ ２．８
３月 ９３．５ ０．３ １０３．７ ３．１ ９２．６ △３．９ １０６．５ ４．１ ９２．７ ３．１ ９５．０ ３．２
４月 ９３．０ ０．９ １０５．１ ３．６ ９４．５ ０．９ １０９．３ ４．８ ９０．７ １．３ ９４．８ ３．０
５月 ９３．２ ６．７ １０３．７ ３．９ ９５．７ ９．７ １０７．８ ６．５ ９０．５ ２．１ ９３．４ １．３
６月 ９３．１ ３．３ １０５．９ ５．０ ９６．９ ５．９ １０９．２ ５．４ ９０．２ ０．４ ９４．０ １．８
７月 ９３．４ ５．０ １０４．９ ５．１ ９４．３ ３．６ １０８．７ ５．３ ９１．７ ２．０ ９３．３ ０．７
８月 ９１．３ ２．０ １０６．８ ５．９ ９１．８ １．２ １１１．４ ６．３ ９２．２ ２．４ ９４．１ ０．４
９月 r ８９．４ △０．２ r１０６．１ ５．２ r ９０．１ △１．０ r１０８．７ ４．７ r ９２．４ １．４ r ９４．９ ０．８
１０月 p９１．８ ３．２ p１０７．８ ７．４ p９０．８ ０．８ p１１０．１ ５．６ p９３．０ ２．６ p９５．７ ３．３

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■鉱工業指数は季節調整済み（１２年＝１００）。前年比（前年同月比）は原指数による。在庫指数の四半期計数は最終月指数。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

（邦暦）

大型小売店販売額
大型店計 百貨店 スーパー

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
１４年度 １，０４８，００９ △３．３ ２２０，４１３ △２．０ ３８８，５７４ △３．７ ９３，１５１ △２．３ ６５９，４３４ △３．１ １２７，２６２ △１．７
１５年度 １，０３６，５４１ △６．３ ２１７，３３８ △３．３ ３８３，２９８ △９．４ ９０，８６５ △２．４ ６５３，２４３ △４．５ １２６，４７３ △３．９
１６年度 １，００６，３２５ △４．８ ２１３，８００ △４．０ ３６１，９０５ △４．８ ８７，８３２ △３．２ ６４４，４１９ △４．８ １２５，９６９ △４．５
１７年度 ９８８，１７９ △３．０ ２１２，６０５ △１．７ ３５０，７４６ △１．８ ８７，５８９ ０．３ ６３７，４３３ △３．７ １２５，０１６ △３．２

１７年７～９月 ２３７，５２７ △３．９ ５１，４２８ △２．４ ８３，９９６ △２．５ ２０，６０６ △０．１ １５３，５３２ △４．６ ３０，８２２ △３．９
１０～１２月 ２７０，７９２ △２．５ ５８，５４９ △０．６ ９９，７１７ △０．４ ２５，２１９ １．２ １７１，０７５ △３．８ ３３，３２９ △１．９

１８年１～３月 ２３８，１００ △２．３ ５１，２０６ △１．７ ８３，６４６ △１．８ ２１，１５７ ０．４ １５４，４５１ △２．６ ３０，０４９ △３．１
４～６月 ２３８，４０２ △２．６ ５１，０８６ △１．２ ７８，５５７ △２．９ ２０，２４１ △１．１ １５９，８４５ △２．５ ３０，８４５ △１．３
７～９月 ２３７，３０６ △０．７ ５１，４４４ △０．３ ７９，５７５ △１．０ ２０，４４０ △０．４ １５７，７３１ △１．１ ３１，００４ △０．１

１７年 １０月 ８１，０４９ △４．９ １７，４８６ △３．４ ３０，０１１ △２．１ ７，２８３ △０．４ ５１，０３８ △６．６ １０，２０３ △５．４
１１月 ８０，６４８ △０．４ １７，９３２ ０．８ ２９，００８ ０．８ ７，６９５ ３．１ ５１，６４０ △１．２ １０，２３７ △１．０
１２月 １０９，０９４ △２．２ ２３，１３１ ０．６ ４０，６９７ ０．１ １０，２４１ ０．９ ６８，３９７ △３．７ １２，８８９ ０．３

１８年 １月 ８４，４１５ △２．６ １８，８４１ △２．８ ２９，５８５ △２．２ ７，７１４ △０．９ ５４，８３０ △２．８ １１，１２７ △４．１
２月 ６８，９０９ △１．９ １４，９１２ △１．９ ２３，０７３ △１．７ ５，８５０ ０．３ ４５，８３６ △２．０ ９，０６２ △３．３
３月 ８４，７７２ △２．４ １７，４５３ △０．３ ３０，９８７ △１．６ ７，５９３ １．８ ５３，７８４ △２．９ ９，８６０ △１．８
４月 ８１，００５ △２．１ １７，０４３ △０．９ ２７，０４９ △２．６ ６，７９９ △０．４ ５３，９５５ △１．８ １０，２４４ △１．３
５月 ７９，２０２ △２．９ １６，９９１ △１．６ ２５，５０７ △２．７ ６，７１５ △１．２ ５３，６９５ △３．０ １０，２７５ △１．９
６月 ７８，１９６ △２．９ １７，０５２ △１．２ ２６，０００ △３．３ ６，７２６ △１．９ ５２，１９５ △２．７ １０，３２６ △０．７
７月 ８４，２９３ △１．６ １９，０９２ △１．４ ３０，１４７ △１．３ ８，３８５ △１．４ ５４，１４６ △１．８ １０，７０７ △１．３
８月 ７７，６１２ △０．８ １６，４１６ ０．１ ２４，００６ △０．９ ５，７７４ △０．８ ５３，６０７ △０．７ １０，６４２ ０．７
９月 r ７５，４０２ △０．７ r １５，９４９ ０．８ r ２５，４２３ △０．６ r ６，２８２ １．３ r ４９，９７９ △０．８ r ９，６６７ ０．４
１０月 p ８０，８８３ ０．５ p １７，１８１ △１．６ p ２８，０４９ ０．６ p ７，０５７ △２．０ p ５２，８３５ ０．４ p １０，１２５ △１．４

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■大型小売店販売額の前年比は既存店ベースによる。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

主要経済指標（１）

― １８ ―

Ｋ：】Ｓｅｒｖｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１２６／本文／０１８～０２０　主要経済指標  2006.12.13 13.48.47  Page 18



年月

（邦暦）

コンビニエンス・ストア販売額 消費者物価指数（総合） 円相場
（東京市場）

日経
平均
株価北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）１２年＝１００
前 年 同
月比（％）１２年＝１００

前 年 同
月比（％） 円／ドル 円

月（期）末
１４年度 ４２０，６７８ △２．２ ７０，２７９ △１．８ １００．０ △０．７ １００．５ △０．６ １２１．９０ ７，９７３
１５年度 ４１９，３６４ △２．２ ７１，３３４ △２．５ ９９．７ △０．３ １００．３ △０．２ １１３．０３ １１，７１５
１６年度 ４２１，０４５ △１．１ ７２，９７３ △０．８ １００．０ ０．３ １００．２ △０．１ １０７．４９ １１，６６９
１７年度 ４１６，６１１ △２．８ ７３，７２４ △２．５ １００．１ ０．２ １００．０ △０．１ １１３．２６ １７，０６０

１７年７～９月 １１３，１７４ △１．８ １９，６５４ △２．３ ９９．７ △０．３ １００．０ △０．３ １１１．２４ １３，５７４
１０～１２月 １０４，８８３ △３．３ １８，４６５ △３．４ １００．１ △０．４ １００．０ △０．７ １１７．２９ １６，１１１

１８年１～３月 ９６，０４４ △１．９ １７，３１２ △２．７ １００．３ ０．２ ９９．９ △０．１ １１６．８８ １７，０６０
４～６月 １０２，６６５ △２．２ １８，３９６ △２．４ １００．６ ０．５ １００．３ ０．２ １１３．１４ １５，５０５
７～９月 １１１，９８１ △２．６ １９，４９４ △３．５ １００．８ １．１ １００．６ ０．６ １１７．１８ １６，１２８

１７年 １０月 ３５，００８ △３．５ ６，１４２ △３．０ １００．１ △０．３ １００．２ △０．７ １１４．８２ １３，６０７
１１月 ３３，３４３ △３．８ ５，９２３ △３．９ １００．０ △０．５ ９９．８ △０．８ １１８．４１ １４，８７２
１２月 ３６，５３２ △３．２ ６，４０１ △３．４ １００．１ ０．０ ９９．９ △０．１ １１８．６４ １６，１１１

１８年 １月 ３２，３２０ △２．２ ５，７３９ △３．２ １００．４ ０．１ １００．０ △０．１ １１５．４５ １６，６５０
２月 ３０，０９５ △１．５ ５，３９７ △２．４ １００．２ ０．４ ９９．７ △０．１ １１７．８９ １６，２０５
３月 ３３，６２９ △２．１ ６，１７６ △２．６ １００．３ ０．１ ９９．９ △０．２ １１７．３１ １７，０６０
４月 ３２，２４８ △３．７ ５，９３７ △５．０ １００．４ ０．２ １００．１ △０．１ １１１．５１ １６，９０６
５月 ３４，７４１ △２．０ ６，１３３ △２．９ １００．７ ０．３ １００．４ ０．１ １１４．５３ １５，４６７
６月 ３５，６７６ △１．０ ６，３２５ ０．６ １００．８ ０．９ １００．４ ０．５ １１５．６７ １５，５０５
７月 ３６，８１０ △４．９ ６，５１５ △５．２ １００．４ ０．７ １００．１ ０．３ １１５．８８ １５，３４３
８月 ３９，８１０ △１．０ ６，８１０ △１．８ １００．９ １．３ １００．８ ０．９ １１７．０１ １６，１４１
９月 ３５，３６１ △１．９ ６，１６９ △３．４ １０１．１ １．２ １００．８ ０．６ １１８．６６ １６，１２８
１０月 ３５，３４２ ０．３ ６，２６２ △０．６ １００．９ ０．８ １００．６ ０．４ １１７．３５ １６，３９９

資料 経済産業省、北海道経済産業局 総務省、北海道 日本銀行 日本経済新聞社

■コンビニエンス販売額の前年比は既存店ベースによる。 ■北海道の消費者物価指数の年度計数は暦年 ■円相場は対米ドル、インター
バンク中心相場の月中平均値

年月

（邦暦）

乗用車新車登録台数

北海道 全国
合計 普・小・軽・計普通車 小型車 軽乗用車

台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％）
１４年度 ２０１，０７０ ０．２ ４６，３００ △１４．９ １０６，９３４ ５．３ ４７，８３６ ７．２ ４，８５５，６６３ ２．５
１５年度 １９３，２７２ △３．９ ５２，２１２ １２．８ ９２，０２８ △１３．９ ４９，０３２ ２．５ ４，７３３，４９０ △２．５
１６年度 １８９，５１９ △１．９ ５１，５３５ △１．３ ９０，０６６ △２．１ ４７，９１８ △２．３ ４，７４９，３４２ ０．３
１７年度 １８７，１４５ △１．３ ４６，１５３ △１０．４ ９０，６２４ ０．６ ５０，３６８ ５．１ ４，７５５，３６９ ０．１

１７年７～９月 ４６，２７９ △２．３ １１，５４３ △１４．４ ２２，６５９ ０．７ １２，０７７ ６．３ １，１７１，１０１ △０．７
１０～１２月 ３７，３８３ △７．４ ９，３７２ △１６．５ １７，６５４ △６．２ １０，３５７ ０．５ １，０３５，９１３ △７．０

１８年１～３月 ５５，４５７ △０．６ １３，０７３ △９．７ ２７，００７ △１．４ １５，３７７ １０．５ １，４５７，０９１ ０．５
４～６月 ４５，６６６ △４．９ １０，７６４ △１１．５ ２０，７４２ △１１．０ １４，１６０ １２．８ １，０４１，３１７ △４．６
７～９月 ４０，３０１ △４．１ ９，５９４ △９．３ １７，７５４ △１０．８ １２，９５３ １３．５ １，０５３，９０１ △４．５

１７年 １０月 １３，１３４ △２．４ ３，０４５ △１３．８ ６，３５６ △１．８ ３，７３３ ８．１ ３４４，５９７ △１．６
１１月 １３，４９４ △９．１ ３，３０５ △２１．５ ６，４４２ △８．８ ３，７４７ ４．９ ３６５，５７２ △６．６
１２月 １０，７５５ △１０．８ ３，０２２ △１３．４ ４，８５６ △８．２ ２，８７７ △１２．４ ３２５，７４４ △１２．４

１８年 １月 １０，４７９ △２．７ ２，５６７ △９．７ ４，９９０ △３．０ ２，９２２ ５．１ ３２５，３６４ ０．１
２月 １４，６５３ △０．６ ３，４８１ △５．３ ６，９６７ △１．１ ４，２０５ ４．５ ４４３，４９３ ０．７
３月 ３０，３２５ ０．１ ７，０２５ △１１．７ １５，０５０ △１．１ ８，２５０ １５．９ ６８８，２３４ ０．５
４月 １５，４３３ ０．８ ３，５５７ △５．６ ７，２４５ △１．６ ４，６３１ １０．７ ３１２，８４２ △５．０
５月 １４，３３９ △１．７ ３，４１８ △１１．１ ６，３３１ △７．２ ４，５９０ １７．０ ３２２，７０７ △６．４
６月 １５，８９４ △１２．３ ３，７８９ △１６．８ ７，１６６ △２１．４ ４，９３９ １１．０ ４０５，７６８ △２．８
７月 １６，５５４ △２．８ ３，８４１ △１２．５ ８，００９ △４．３ ４，７０４ １０．４ ３９６，２６６ △６．２
８月 １１，３２０ △４．０ ２，７４５ △３．５ ５，１２８ △１３．４ ３，４４７ １３．８ ２８３，４４６ △２．５
９月 １６，５１５ △５．４ ３，８８６ △９．８ ７，０７６ △１５．４ ５，５５３ １６．０ ４３８，１０４ △４．３
１０月 １２，４６６ △５．１ ２，９６３ △２．７ ５，５５０ △１２．７ ３，９５３ ５．９ ３３２，３５１ △３．６

資料 �日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会

■平成１５年１２月まではシャーシベース、平成１６年１月以降はナンバーベース

主要経済指標（２）

― １９ ―

Ｋ：】Ｓｅｒｖｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１２６／本文／０１８～０２０　主要経済指標  2006.12.13 13.48.47  Page 19



年月

（邦暦）

新設住宅着工戸数 公共工事請負金額 機械受注実績

北海道 全国 北海道 全国 全国

戸 前 年 同
月比（％） 百 戸 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 億 円 前 年 同
月比（％）

１４年度 ４８，７９９ １．９ １１，４５６ △２．４ １，４６４，９９８ △１０．７ １７９，０８０ △７．２ １０２，６６４ △３．７
１５年度 ５０，７２４ ３．９ １１，７３６ ２．５ １，２０６，９５４ △１７．６ １５４，５８９ △１３．７ １１１，０７８ ８．２
１６年度 ４８，１４８ △５．１ １１，９３０ １．７ １，１２２，１３８ △７．０ １３７，３５４ △１１．１ １１８，２９２ ６．５
１７年度 ５３，０４８ １０．２ １２，４９４ ４．７ １，０６８，８５８ △４．７ １２９，６２２ △５．６ １２４，８９７ ５．６

１７年７～９月 １４，６５１ ５．６ ３，３２６ ５．０ ３５３，４７８ △５．４ ３７，８５７ △３．０ ３１，３５１ ８．７
１０～１２月 １５，８９３ ３２．０ ３，２４７ ７．０ １４９，４６１ △１５．２ ３０，６１４ △２．２ ３０，３６３ ８．１

１８年１～３月 ７，８４７ １０．３ ２，８４２ ４．９ １２５，６２０ △１０．５ ２５，７５９ △１１．８ ３４，３０８ ３．８
４～６月 １４，４０７ △１．７ ３，３４２ ８．６ ３７６，９７８ △１４．４ ３１，２４４ △１１．７ ３３，３３３ １５．４
７～９月 １４，６２５ △０．２ ３，３０３ △０．７ ３２２，９２８ △８．６ ３４，１７７ △９．７ ３１，０１１ △１．１

１７年 １０月 ６，００４ ４２．０ １，１５８ ９．１ ７２，５４０ △２２．１ １２，３７９ △１．４ ８，７１８ ８．５
１１月 ６，３６２ ５６．１ １，１１０ １２．６ ４１，４８２ △２４．５ ９，６１０ △０．９ ９，８７８ ０．２
１２月 ３，５２７ △５．６ ９７９ △０．９ ３５，４３９ ２５．０ ８，６２５ △４．７ １１，７６８ １５．５

１８年 １月 １，７８１ △１６．９ ９２９ △２．２ １３，０２１ △６．７ ６，１７５ △６．８ ８，３００ ９．８
２月 ２，１９８ △１１．５ ９７０ １３．７ １３，１４８ １２．７ ６，０５５ △８．３ １０，０９３ ８．２
３月 ３，８６８ ５５．４ ９４３ ３．９ ９９，４５１ △１３．３ １３，５２９ △１５．４ １５，９１５ △１．６
４月 ４，３４０ △５．５ １，１１３ １５．０ １５１，８３３ ８．２ １１，４０２ △１７．３ １０，２３０ １２．２
５月 ４，９３２ １．６ １，０８７ ６．７ ９６，８９９ △１８．６ ８，５２６ △０．７ ９７，５５６ １５．８
６月 ５，１３５ △１．４ １，１４３ ４．７ １２８，２４６ △２９．１ １１，３１６ △１３．２ １３，３４８ １７．７
７月 ５，４５５ ２３．９ １，０６６ △７．５ １１７，５０２ △９．６ １１，１６５ △４．３ ８，８０３ △１．２
８月 ４，４８３ △１４．２ １，１１２ １．８ １１４，７２６ △２．４ １０，３６７ △１３．９ ９，１５６ △０．５
９月 ４，６８７ △６．７ １，１２４ ４．０ ９０，７００ △１４．４ １２，６４６ △１０．６ １３，０５２ △１．５
１０月 ５，３８４ △１０．３ １，１８４ ２．２ ６３，９５５ △１１．８ １２，１３０ △２．０ ８，６１５ △１．２

資料 国土交通省 保証事業会社協会 内閣府

年月

（邦暦）

来道客数 有効求人倍率 完全失業率 企業倒産件数
（負債総額１，０００万円以上）（全 数）

北海道 北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

千人 前 年 同
月比（％）

倍 ％
件 前 年 同

月比（％） 件 前 年 同
月比（％）季調値 原計数

１４年度 １３，５８７ １．５ ０．４８ ０．５６ ６．０ ５．４ ７３３ △８．３ １８，５８７ △５．０
１５年度 １３，０９０ △３．７ ０．５０ ０．６９ ６．７ ５．１ ６２５ △１４．７ １５，４６６ △１６．８
１６年度 １２，７８１ △２．４ ０．５５ ０．８６ ５．７ ４．６ ５７７ △７．７ １３，１８６ △１４．７
１７年度 １２，７０５ △０．６ ０．５８ ０．９８ ５．５ ４．４ ５５５ △３．８ １３，１７０ △０．１

１７年７～９月 ３，９９５ ０．２ ０．６０ ０．９７ ５．２ ４．２ １４２ ２９．１ ３，１６３ △４．４
１０～１２月 ３，００９ ２．９ ０．６０ １．００ ５．３ ４．３ １３８ １．５ ３，４３４ ４．２

１８年１～３月 ２，７１７ △３．２ ０．５９ １．０３ ５．５ ４．４ １４３ △１４．９ ３，３４８ ５．４
４～６月 ３，０８３ ３．３ ０．６０ １．０６ ５．４ ４．２ １４３ ８．３ ３，２８１ １．７
７～９月 ４，１０８ ２．８ ０．６２ １．０８ ５．３ ４．１ １１２ △２１．１ ３，２５０ ２．８

１７年 １０月 １，１７１ ２．３ ０．５９ ０．９８ ↑ ４．５ ３８ △２０．８ １，１７１ ４．２
１１月 ８９６ ３．０ ０．６０ ０．９９ ５．３ ４．４ ５３ ３２．５ １，１１４ ４．７
１２月 ９４２ ３．７ ０．６２ １．０３ ↓ ４．０ ４７ △２．１ １，１４９ ３．６

１８年 １月 ８５６ △１．１ ０．６６ １．０３ ↑ ４．５ ４６ △１４．８ １，０４９ ２．６
２月 ８５５ △７．８ ０．６０ １．０４ ５．５ ４．２ ４８ △２５．０ １，０４４ ３．０
３月 １，００７ △０．９ ０．５１ １．０１ ↓ ４．４ ４９ △２．０ １，２５５ １０．１
４月 ８２３ ０．１ ０．５５ １．０４ ↑ ４．３ ６０ ５３．８ １，０８７ １４．９
５月 １，１０２ ６．３ ０．６４ １．０７ ５．４ ４．１ ３７ △２１．３ １，０８３ １．０
６月 １，１５９ ３．０ ０．６２ １．０８ ↓ ４．１ ４６ ０．０ １，１１１ △８．０
７月 １，２８１ ２．２ ０．６２ １．０９ ↑ ４．０ ４３ △１０．４ １，０５１ ２．６
８月 １，５１９ ４．７ ０．６３ １．０８ ５．３ ４．１ ３１ △４６．６ １，１６９ １．５
９月 １，３０８ １．４ ０．６１ １．０８ ↓ ４．２ ３８ ５．６ １，０３０ ４．３
１０月 １，２４２ ６．１ ０．６１ １．０６ － ４．１ ５２ ３６．８ １，１６６ △０．４

資料 北海道観光連盟 厚生労働省
北海道労働局 総務省 �東京商工リサーチ

主要経済指標（３）

― ２０ ―

Ｋ：】Ｓｅｒｖｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１２６／本文／０１８～０２０　主要経済指標  2006.12.13 13.48.47  Page 20
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